「平成26年度大阪府障がい者自立支援協議会
障がい者虐待防止推進部会」

　　
日時：平成２６年１２月１６日（火）午前１０時から正午まで

　　　　　場所：大阪府公館

○事務局　それでは、皆さま、定刻となりましたので、ただ今から「平成26年度　大阪府障がい者自立支援協議会　障がい者虐待防止推進部会」を開催させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

　委員の皆さまのご紹介の前に、会議の開会に先立ち、事務局を代表いたしまして、地域生活支援課長の中川よりごあいさつを申し上げます。

○事務局　皆さま、おはようございます。あらためまして、中川でございます。

　委員の皆さま方には、お忙しいところ、当部会にご出席いただきましてありがとうございます。また、平素より、本府障がい福祉行政の推進に格別のご理解とご協力を賜りまして、厚く御礼を申し上げます。

　平成24年10月に『障害者虐待防止法』が施行されまして、この間、本府におきましては、虐待防止の体制整備や通報義務についての広報啓発活動など、法の趣旨に基づき取り組んできたところでございます。

　皆さまご承知のとおり、平成26年７月には使用者による障がい者虐待について、また、11月には、障がい者虐待事例への対応等に関する平成25年度の対応状況が、国から公表されました。

　この11月の結果では、大阪府における養護者による虐待の通報件数、および、虐待を受けたまたは受けたと思われると判断した件数が、昨年度に引き続き全国最多でございました。また、施設従事者等による虐待の通報件数は全国で第３位、虐待の事実が認められた件数は全国第２位でございました。

　このように通報件数が多いことにつきましては、法の趣旨がきちんと理解され、府民の皆さんからの通報がなされていることのあらわれであり、また、通報等に対して、警察や労働局など関係部局と連携してきちんと対応した結果、虐待認定件数も多くなっているものだと考えております。

　しかし、疑いも含めて、多くの虐待が起こっているという事実は重く受け止めなければなりません。今後、さらに虐待の防止に重点を置いて取り組んでいかなければならないと考えております。

　本日は、大阪府における障がい者虐待の対応状況や体制整備、取組みの現状についてご報告申し上げます。委員の皆さま方には、忌憚（きたん）のないご意見を賜りますようお願い申し上げまして、私からのごあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　ありがとうございます。続きまして、障がい者虐待防止推進部会の委員の皆さま方をご紹介させていただきたいと思います。

　委員の皆さま方におかれましては、非常に業務ご多忙の中、本部会の設置趣旨にご理解をいただき、委員就任にご承諾いただきまして、誠にありがとうございます。

　それでは、議事に移ります前に、お手元の資料の確認をお願いいたします。

　まず、「次第」、「配席図」、それ以外に今日の資料といたしまして、資料１「障害者虐待防止法に係る大阪府の対応状況について」、それから、同じ資料の綴りの中に資料２－１と資料２－２と資料２－３が綴じられているかと思います。皆さまございますでしょうか。

　それ以外に、参考資料１・２・３から４・５という形で二分割に分かれておりますが、ご用意させていただいております。皆さま、お手元に行き届いておりますでしょうか。もし、落丁等があれば事務局のほうにお申し付けください。

　それでは、「障がい者虐待防止推進部会運営要綱」に基づきまして、本部会を運営してまいりたいと存じます。よろしくお願いいたします。

　なお、本部会につきましては、会議の趣旨を踏まえ、会議の公開に関する指針の趣旨に基づき、公開で実施することといたします。今日は傍聴者はいらっしゃらないので大丈夫かと思うのですが、個人のプライバシーに関する内容についてご議論いただく場合には、一部非公開ということで、傍聴の方に退席いただくことになります。プライバシーに係る発言がある場合には、傍聴者が入ってこられた場合には、事務局にお申し出ください。

　それでは、大阪府障がい者自立支援協議会においては、同協議会規則の規定により、部会長は同協議会会長が指名することとなっております。指名に基づき、引き続き津田委員に部会長にご就任いただきますので、委員の皆さま方におかれましては、ご承諾くださいますようお願い申し上げます。

　それでは、ここからの進行は、津田部会長にお願いしたいと存じます。部会長、よろしくお願いいたします。

【審議】

○部会長　それでは、皆さん、あらためましておはようございます。ご指名ということですので、務めてまいりたいと思います。よろしくお願いをいたします。

　それでは、早速進めてまいりたいと思います。まず、当部会の運営要綱の規定に基づき、「部会長に事故があるときは、部会長があらかじめ指名する部会委員がその職務を代理する」ということになっております。代理委員につきましては、坪田委員にお願いしたいと思いますが、異議ございませんでしょうか。

（委員より異議なしの声）

　はい。それでは、次第に沿って議事を進めてまいりたいと思います。

　本部会は、障害者虐待防止法第39条に基づき、関係機関との連携協力体制を整備するために設置されております。また、本日の部会でいただいた意見等につきましては、各関係機関においてまたご検討いただきたいと思っております。

それでは、お手元の次第に沿って議事を進めてまいりたいと存じます。では、最初の議題「議題１　平成25年度大阪府内における障がい者虐待の対応状況及び大阪府の取組みについて」から始めたいと存じますので、事務局から説明をよろしくお願いいたします。

○事務局　それでは説明させていただきます。資料１をご覧ください。

　この資料１につきましては、平成25年度の状況につきまして対応状況をまとめました。この状況につきましては、平成26年11月25日に厚生労働省から、施設従事者と養護者の全国の状況が公表されました。合わせて大阪府も公表しております。そしてその前に、平成26年７月には使用者虐待について厚生労働省から公表されておりますので、合わせて比較をしながらご説明させていただきたいと思います。

　はじめに全体の様子なのですが、養護者による障がい者虐待につきましては、平成25年度は722件の大阪府で相談通報件数がございました。この下にカッコ内に書いてありますのは、平成24年度の状況ということで、平成24年10月から平成25年３月の６カ月間の状況と比較して記載をしております。

　大阪府では、平成24年度の半年間の状況と比べまして、平成25年度は１年間の状況になっておりますが、比較しますと1.7倍という状況になっておりました。

　全国の方は、平成25年度は4,635件で、平成24年度は3,260件ということで、期間的には倍になったのですが、伸びが1.4倍ということになっております。

　虐待と判断したまたは受けたと思われた件数につきましては、養護者については297件となっておりまして、この通報件数と、虐待と判断した件数共に、全国最多の件数になっております。

　施設従事者につきましては、152件の通報相談件数がございまして、そのうち平成25年度は22件ということで、昨年度半年間で５件だったものが、虐待と判断した件数が伸びているという状況になっております。

　使用者についてなのですが、使用者については、相談、届け出、通報につきましては、市町村虐待防止センターと大阪府の権利擁護センターとで受理いたしまして、そこで事実確認しました内容を大阪府労働局に報告をいたします。市町村と大阪府で受理した件数といいますのがこの40件になっております。このうちの件数を労働局に報告をしまして、あとは労働局のほうで判断をしていただき、法律に基づいて指導をしていただくという結果になっております。

　右の参考の「労働局の対応」の大阪府の状況につきましては、大阪労働局と協議をさせていただきまして、大阪府の方で一緒に公表をさせていただいているところです。

　次のページをご覧ください。次には、養護者による虐待、施設従事者による虐待、使用者による虐待で、通報届出相談者の割合の比較というものを出しております。

　養護者につきましては、警察からの通報が45％と多くなっております。その次に、相談支援専門員・施設従事者が18.7％、ご本人からの届け出が11.4％という結果になっております。

　施設従事者につきましては、相談支援専門員・施設従事者等のところが30.9％と一番多くなっております。この施設従事者の相談支援専門員・施設従事者の欄には、虐待が起こった当該施設の職員または管理者からの通報ということと、当該施設の元職員からの通報も含めた件数、そして、当該施設以外の相談支援従事者からの件数も含めた件数の割合というのが30.9％にしております。ここにつきましては、また後ほど施設従事者の項目でもご説明させていただきたいと思います。続きまして、家族・本人からの届け出の順という形になっております。

　この通報届け出について、使用者につきましては、市町村と大阪府のほうが通報届け出を受けました40件の内訳を掲載しております。そこでは、ご本人さんからが一番多くて37.5％、次いで相談支援専門員・施設従事者が20.0％、家族・親族が17.5％という結果になっておりまして、それぞれの定義によって、通報・届出・相談数の割合にかなり違いが見られているという状況になっております。

　このグラフにつきましては、一件の虐待の通報事案につきまして、同じ虐待の通報事案でも、複数の方からの通報がある場合がございますので、複数の方のそれぞれのところに計上しておりますので、若干重複した計上になっております。

　次のページをご覧ください。次は、虐待類型との関係になります。使用者・施設従事者・養護者、全体的に見まして、やはり身体的虐待が圧倒的に多いということになっております。ここが６割強、心理的虐待が３割強、経済的虐待が３割弱という結果になっております。

　それぞれの養護者、施設従事者、使用者を見ますと、養護者につきましては、身体的虐待が最多になっております。これが、実線の四角の横の折れ線グラフになっております。施設従事者につきましては、点線の四角のグラフになりますが、施設従事者は心理的虐待が割合としては最多、使用者では経済的虐待が最多という状況になっておりまして、こちらでもそれぞれの虐待によって、若干類型が違っているということになっております。

　次に障がい種別との関係になりますが、全体的に見ますと、知的障がいの方が一番多いということで、人数にしますと232人となります。こちらのほうも重複障がいの方につきましては、それぞれの障がいのところで計上をしておりますので、若干最終的な人数は多くなっておりますが、知的障がいの方が圧倒的に多いということ。次に精神障がいの方、そして、身体障がいの方という順番になっております。

　で、それぞれの養護者・施設従事者・使用者で見ますと、養護者につきましては、実線の四角のところですが、大阪府では、精神障がいの方が割合的には一番多いという結果になっております。これは、また後ほど養護者のところで見ますが、全国では知的障がいの方が一番多い結果となっておりますので、大阪府の特徴的なところかと思われます。

　そして、施設従事者につきましては知的障がい、使用者も知的障がいの方が多いという結果になっております。

　次のページに参ります。次は、被虐待者の性別・年齢ということになります。ここからは、養護者による虐待と、施設従事者による虐待の結果になります。

　養護者につきましては、女性が圧倒的に多くて、施設従事者については男性が若干多いということで、虐待類型によって若干性差も出ている状況になります。

　そして、年齢になりますと、年齢では40歳未満の方が養護者は43％ですが、施設従事者の方は、40歳未満の方が74％ということで、圧倒的に若い世代の方が被虐待者になっているという割合が多いという結果になっております。

　次に障がい程度区分との関係になります。障がい程度区分との関係では、養護者のほうでは障がい程度区分を受けていない、認定区分を受けていないという方の割合が49.5％と半数近くの割合になっております。

　そして、区分を受けておられる方の中では、区分２・区分３の方の割合が合わせて28.3％ということで、区分２・区分３の方の割合が３割近くということになっております。

　施設従事者のほうでは、区分５・区分６の方の割合が合わせて54.1％になっておりまして、区分なしの方はわずか１人という結果になっております。

　養護者と施設従事者を比べますと、施設従事者の方のほうが、程度区分の重い方のほうが被害に遭っているという傾向が出ております。

　次のページをご覧ください。行動障がいとの関係になります。行動障がいとの関係では、行動障がいのない方が６割近くになっておりますが、これは施設従事者と養護者ともに、ほとんど同じ割合になっております。

　何らかの行動障がいがあるという方につきましては、養護者で22.2％、施設従事者で20.4％になっておりまして、全国では、これが養護者では25.1％になっておりましたので、若干大阪府の割合が低いということになっております。施設従事者のほうも、全国では21.3％で、大阪府は20.4％で、若干低いかというところの結果になっております。

　次に全国の状況と大阪府の比較というところです。都道府県別に見ました養護者による障がい者虐待ということで、これは、通報件数と虐待と判断した件数が、今年度は厚生労働省から都道府県別の状況が公表されておりまして、こちらを虐待判断件数順に並べております。養護者につきましては、大阪府が１番ということになっておりまして、虐待認定の割合につきましては40％台で、これは、大阪府は平均的な割合になっております。

　虐待判断件数は、愛知県が２番目に多いという結果になっておりますが、愛知県は通報件数が少ないですので、認定度が高いというところになっております。次に神奈川県、東京都というところになっております。

　近畿圏で見ますと、11番目に京都府の54件がございまして、兵庫県が15番目で34件、和歌山県が37番目で12件、39番に奈良県で12件という結果になっております。大阪府は、やはり近畿でもすごく多いということになっております。

　通報・届出・相談者の割合で、ここからは養護者に関する全国との比較になります。全国と比較しますと、警察からの通報というのが、全国は679件で割合的には14.6％でした。大阪府は、325件の通報がございましたので、全国の総件数の47.9％を占めるという状況になっております。次いで、相談支援専門員と本人による届け出が多いというところになっております。

　虐待類型別になりますと、ここは、身体的虐待、心理的虐待という別では、ほぼ同じような割合になっております。

　障がい種別では、精神障がいの方の割合が高いということになっております。

　次のページをご覧ください。８ページになります。被虐待者から見た虐待者の続柄になります。こちらは、平成24年度からの比較もしておりますが、平成24年度から大阪府でも父親が１番だったのですが、平成25年度は夫が１番、母親が２番、父親が３番ということになっております。全国と比較しますと、全国では父親が１番になっておりますので、夫の割合が高いということと、あと、兄弟の割合が若干国と比べて低いという結果になっております。

　今回の調査は、個別の誰からの通報によって、どんな虐待があったかという、個別のケースの調査ではございませんでしたので、誰からの通報があってどのような虐待が多かったとか、どのような障がい種別の方が虐待を受けていたという分析はなかなか難しいところではあるのですが、警察からの通報が多い部分につきましては、夫婦関係の被害に遭われる方、精神障がいの方というところの傾向が見られるかと思われます。

　次に、被虐待者の同居・別居の状況です。こちらにつきましては、国と同じような状況になっております。

　その下には、サービスの利用状況の比較も載せております。障害者総合支援法上のサービスの利用が、全国と比べて若干大阪府のほうが低いという割合になっております。サービスを何も利用されていないという方が、全国と比較すると若干高いという結果になっております。

　次、９ページをご覧ください。虐待対応した場合の分離をした状況です。大阪府は、
平成25年度は37.4％分離を行っております。全国では41.5％ですので、若干低い値になっておりまして、その下に分離の内訳を書いております。

　契約による障がい福祉サービスの利用ということと、やむを得ない措置による保護というところと、利用契約又は措置以外の方法による一時保護、そして、病院への入院というところで調査をしておりますが、大阪府の傾向では、利用契約又は措置以外の方法による一時保護の割合が、全国と比べて高くなっております。これは、市町村のほうで緊急一時保護をされている市町村がございまして、その緊急一時保護の事業の利用ということになります。

　次に施設従事者による虐待になります。これが、全国の都道府県別の状況の比較になります。こちらでは、通報件数は大阪府が３番になりまして、虐待の判断件数は２番というところになっております。こちらでも、都道府県によって若干認定率の差は出ておる状況になっております。

　次に10ページをご覧ください。これは、平成25年度の大阪府の状況と国の状況を比較しております。国のほうの研修でもございましたが、本来は、当該施設が一番虐待を早期に発見する立場にあるので、当該施設からの通報が多くあるべきではないかというお話もあったのですが、現在のところ当該施設からは、当該施設の職員からということと、当該施設管理者、当該施設の元職員というところの割合では、全国と変わらなくて、元職員が若干大阪府のほうが多いという状況になっております。

　本人・親族、本人からの届け出と、家族・親族から、当該者、ご本人からの相談というところが一番多いと国のほうもなっておりますが、大阪府では、家族からのほうが本人からよりも多いという結果になっております。施設のほうは、警察からの通報は4.6％という状況になっております。

　次に下にいきますが、虐待と認められた事業種別の表になっております。大阪府では、平成25年度は全部で22件の虐待と認められた件数がございました。就労継続支援Ｂ型が６件、共同生活介護が５件、あと、２件、１件という結果になっております。

　全国では、障がい者支援施設が一番多いということになっておりまして、次に就労継続支援Ｂ型、共同生活介護、生活介護という形になっております。若干差異は見られて、大阪府のほうは、障がい者支援施設が平成25年度は１件ということで、そこは少し差が見られるかなというところになっております。

　次に11ページをご覧ください。虐待を行った施設従事者の職種ということの全国との比較の表にしておりまして、やはり直接支援をします生活支援者の割合が一番高くなっております。次に、大阪府のほうでは管理者が６件ということになっておりまして、管理者で下のほうに設置者・経営者・サービス管理責任者もございまして、本来は虐待防止の措置を取るべき立場の方からの虐待も多いという結果になっております。

　11ページの下の欄につきましては、平成24年度・平成25年度の傾向と、若干変わっているところ、変化している部分を参考に挙げておりますが、今までご説明した中に含まれておりますので、ここの資料は後ほどまたご覧いただければと思います。

　次に12ページの下の使用者による虐待になります。こちらの全国との比較になります。これは、市町村の虐待防止センターと都道府県の権利擁護センターで受けた通報件数の割合の比較になっております。全国に比べて、大阪府は相談支援専門員・施設従事者からの割合が若干高いという傾向になっております。

　次からは、労働局のほうで全国の状況を掲載しております。労働局では、市町村と都道府県から労働相談票であがってくる報告の分と、あと、労働局に直接相談されたりとか、直接把握された分について調査をして、虐待があれば指導していただいていますので、その分で件数があがってきております。

　全国の中で通報届け出件数が775件のうち、大阪府は55件で、都道府県から労働局へ報告した件数が９件となっております。大阪府で使用者虐待が認められた件数は18件となっておりまして、次の13ページの下のほうからにつきましては、全国の状況の記載をしております。

　こちらの使用者の状況につきましては、参考資料４の綴りの分の47ページからが大阪府の公表の結果になっております。こちらに参考資料６とありまして、今、ご説明しました内容と、さらに詳しい内容もこちらにも掲載をしております。

　使用者による内容につきましては、この冊子の62ページから大阪労働局と協力をお願いしまして、大阪府の状況を掲載しております。大体以上になります。

○事務局　続きまして、大阪府の対応状況についてご説明申し上げます。資料としましては、その続きに綴じております「大阪府障がい者虐待防止の体制整備」というＡ４横長の資料２－１、次のページが資料２－２、そちらの２枚についてご説明させていただきます。

　まず、資料２－１をご覧ください。大阪府の取組みといたしまして、通報件数、虐待の認定件数共に多いということを受け止め、そちらの対応ということで、目的を右肩に書かせていただいておりますように、虐待を何とか未然に防止する方策はないか、虐待の対応力、専門職が配置されておりますが、市町村のほうでは小さな市町村もございますし、大阪府相対として対応力のさらなる向上ということはできないかということを目的として、大阪府で市町村と協力して取り組んでいるところになります。

　資料の左３分の２ぐらいが市町村の体制整備状況、右が大阪府の主な取組みという状況になっております。先ほどの国の調査にありました項目と、市町村への個別アンケートを行いまして、そちらのほうを基にしてこちらの資料を作っております。

　障害者虐待防止法の施行から２年ということで、市町村のほうで、直接の通報窓口に障がい者虐待防止センターということで、通報窓口から対応していただいているのですが、資料の大体真ん中のところに、虐待対応の通常のフローを書かせていただいております。

　初期段階の通報の受理から、事実確認から対応にあたりまして、その対応の中で分離であったり、障がい福祉サービスの提供があったり、養護者の支援を行ったり、評価を入れながら集結というところまでしていただいています。

　そちらは、ご承知のとおりのこのフローの流れではあるのですが、そちらのほうを行っていただいている市町村の実際の体制について、どういう状況かというのを左のほうに書かせていただいております。

　虐待防止センターへの福祉職の配置状況でございますが、こちらのほうは、大阪市が区ごとに福祉職の職種を把握しているということで、ちょっと集約が困難でありましたので、大阪市はこの一覧表からは除いております。

　43市町村のうち、40市町村で、市町村の職員として福祉職の方がおられる状況になっております。これは、通報とか相談があったときに、その現場、対応のところに専門職の方が配置されているかどうかというもので、専従であるとか、専門的に対応されている方というものではございません。

　ただ、平成25年度では、25市町村で54％程度が、専門的に従事されている職員があるという調査もありまして、国の平均でいきますと32％ぐらいになりますので、それを通報件数、虐待件数が多い大阪府の中では配置されている方で、体制整備がやや進んでいるのかなというところが言えると思います。

　虐待防止センターの事務の一部の委託を行っている市町村というのが17市町村ございまして、そちらでは全て専門職の方が配置されています。主な専門職は一覧のとおりで、一人で二つの資格をお持ちの場合も重複して計上しております。

　次に広報・啓発ですが、法施行されてから、全ての市町村で独自の市町村の広報誌に掲載されました。その他、パンフレットをつくっておられたり、ホームページ等で相談窓口を市民向けに周知したり、通報義務についても周知されているところが多くなっております。

　独自マニュアルの作成ですが、こちらは、虐待対応について、市町村で独自にマニュアルや対応フロー、業務指針をつくられている市町村の数になります。マニュアルが21市町村で48％ぐらい、国の調査でも同じ項目が聞かれておりまして、国では32％ぐらい、業務指針で国が21％で、大阪府で40％ぐらい、対応フローになりますと国で37％されているのが、大阪府は63％で作っていただいているという状況になります。

　市町村の独自研修になりますが、こちらのほうは、21市町村で何らかの形で独自でもされている状況になります。市町村職員向けの研修の数と、事業所向けの研修の数を書いておりますが、そちらのほうは実施回数になっております。

　次に成年後見制度の利用支援事業になりますが、市町村では、地域生活支援事業の財源を用いて、補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難な方に対して、家裁への申し立て費用や、後見人への報酬など、経費の一部の補助を行っております。41市町村でこの事業を実施しておりますが、実際には市町村によっては、虐待の通報があっても、まだ数件、１件であったりとか、５件であったりとかという市町村もございまして、認定に至ってはまだゼロという、法施行後ゼロという市町村もございます。実際には、まだ市町村の申し立てということも全く行っていない市町村もございますので、検討中とか、独自の取組みがあるというところも含めて41市町村ということになっております。

　先ほど申し上げました虐待対応のフローになりますが、特にこのフローの中で、相談の受け付けから対応していって、そこに評価というところがあります。ここでは、一定何カ月かに一回その虐待の対応を振り返るとか、虐待の相談がうまくつながっているかとか、対応ができているかというところをチェックするということが、なかなか市町村では難しいとか、終結に持っていくときにも通常の支援でいいのか、それとも虐待対応としてずっとやっていくべきなのか、その辺のところが少しお困りだというところもありまして、大阪府では今、大阪府の主な取組みのところにも書いておりますように、今年は市町村ワーキングを行っておりまして、先進的に取り組んでおられる７市とワーキングをやっております。

　実際に平成25年度・平成26年度あたりの虐待の事例を持ち寄って、そこでその具体的な事例の中身を見返したりしている中で、やはりそこで評価ということをしますと、また支援も見直したりとかということができるのかなというところで、今のところ「虐待対応管理台帳」を作成しておりまして、事例の進捗管理であるとか、対応の振り返りができるようなものができないかとか、事例の分析として、事例の傾向分析・リスク・要因の抽出というところまでやっていけないかというところに取り組んでいるところでございます。

　こういったことを勉強会としてやっていく中で、台帳を普及させるとか、虐待のハイリスク要因が分かったらそういったところを情報提供するとか、困難な事例の傾向を市町村にフィードバックするというようなところができれば、市町村のＰＤＣＡサイクルをうまく回せるような支援がやっていけるのかなというところで取り組んでいるところになります。

　次に市町村職員向けの研修の実施でございますが、「①新任職員向けの基礎研修」というのは、市町村も人事異動がかなり頻繁に行われますし、新人の職員であるとか、福祉が初めてという行政の方であるとか、障がい福祉部局が初めての福祉職の方であるとか、そういった方が順番に回られる中で、虐待ケースというのは、いつも年度初めを待たずにどんどん進んでいきますので、切れ目のないケースの支援ができるということで、年度当初に１回研修を行っております。

　「②現任職員向けの専門研修」というのは、先ほどのワーキングでの実際の事例などを用いて演習を行ったり、ある程度対応を行ってこられた職員にも研修になるような、勉強になるようなものを題材として行っております。それを年度後半に行って、１年に２回行っております。その他、障がい福祉サービス事業所向けの研修も行っております。

　あと専門職派遣でございますが、大阪府と市町村の虐待事案で困難ケースがございましたら、そういったものに対して弁護士・社会福祉士の先生を派遣して、困難事例の解決に向かって助言をいただくということをしております。大阪府からの派遣とは別に、市町村でも独自に契約をされて、専門職の方に来ていただいて、対応にあたっているという市町村もございます。

　次に資料２－２をご覧ください。こちらは、市町村で行われている取組みをアンケートを基に、どういったことを取り組んでおられるのか、市町村での虐待の早期発見であるとか、対応・未然防止につながる取組みとして、具体的に今現在やっておられることについてどういったところがあるかというところをお聴きしたものです。

　大きく分けて、関係機関とのネットワークを活用しているということと、関係機関での研修の実施をしているとか、広報啓発しているとか、そういったことに分かれます。ネットワークの活用状況といったところになりますと、施設や関係機関との障がい者虐待防止の連絡会、定期的なミーティング、ワーキングの実施、自立支援協議会の活用、関係機関にケース会議へ参加してもらうとか、そういったことを実際に具体的にやっておられる市町村も複数ございます。弁護士・社会福祉士等の相談実施もあがってまいりました。療育手帳更新時、支給決定、モニタリング提出時など、市町村で通常行っている障がい者支援の窓口の職員であるとか、関係機関のところで虐待の兆候に気付いた場合は、情報を共有していくということも行っております。

　また、小学校区ごとの住民であるとか、ＣＳＷ（コミュニティ・ソーシャルワーカー）、市職員との定期会議での、地域でのネットワークづくりを、きめ細やかに行っておられるところもございます。

　主な関係機関と申し上げておりますが、そこであがってきたところをこちらに記載させていただいております。

　あと、関係機関での研修の実施ということですが、独自研修の実施、市町村で大阪府の研修とは別に、独自研修の実施をしておられたり、関係機関で行われている研修に、出張して講師を派遣するという形でもしておられます。あと、ＤＶ施策関係者の会議での啓発であるとか、市民後見人の養成研修での啓発ですとか、そういったこともお聞きしております。

　主な研修対象というところに、その中に書かせていただいているのが、内部の職員であるとか、市民向け・事業所向け、事業所向けはその事業所の指定のときに、指定時の研修も含まれてあがってきておりました。生活保護の担当者向けであったりとか、民生委員・児童委員向けの研修もございました。

　広報啓発、その他の取組みということで、こちらも記載しております。

　実際に行っておられる取組みというのは以上ですが、地域の特色とか、資源を活かして、今後自分のところの市町村であれば、こういったことが考えられるのかなといったところで、今後考えられる取組みというところであがってきたものを点線の中に書かせていただいております。

　ＣＳＷ・民生委員との連携とか、小学校区ごとで、高齢者とか障がい者の方の何でも相談みたいなものをされている市町村であるとか、支援学校との連携において、家族さん・本人さんへお困りのことがあれば、そういったところに虐待の兆候とか、そういったことがあれば、アウトリーチしていくということが考えられるということでお聞きしております。

　あと、啓発の継続ということで、障がい福祉サービスの提供とか相談窓口の啓発というところを、これからもずっと継続してやっていくことが大事であるというご回答もございました。

　大阪府の障がい者虐待の防止の体制整備として、今のところ取り組んでいる内容については以上でございます。

○事務局　引き続きまして、使用者による障がい者虐待対応について、私から説明をさせていただきます。資料３をご覧いただきますよう、よろしくお願いいたします。一連のテキストの最後のページになります。

　この表につきましては、左側に厚生労働省スキームと、右側に大阪方式ということで記載させていただいております。よく似た表なのですが、違いのところを先に申し上げます。

　真ん中より少し上段のところですが、労働局と大阪府にまたがって四角のところを書いておりまして、「定例的な実務者会議」というところが右側にはあるのですが、左側には記載はしておりません。

　それと、真ん中は都道府県というところを書いていますが、左側は都道府県になっておりますが、大阪方式ですので、大阪府という形で都道府県の位置づけは記させていただいております。

　それと、一番下のところですが、企業に向かって伸びております矢印が、右側はそれぞれ３本の矢印がそれぞれの機関から出ているのですが、大阪方式につきましては、連携した矢印が出ているというところが違いになっております。

　まず、厚生労働省スキームからご説明をさせていただきます。障害者虐待防止法の施行後、厚生労働省から示された使用者による虐待の対応のスキームは、一部加工はしておりますが、概ね左側のようなものになっておりました。

　まず、虐待を発見した人・受けた人につきましては、都道府県又は市町村に通報又は届け出をするというところで法の規定はなっております。

　一番上に点線の矢印で「相談等」というところで記載させていただいておりますのは、総合相談で労働局に直接相談が入る場合も想定されるということで、点線で矢印のほうは記させていただいております。

　まず、市町村に入った通報から申し上げますと、市町村でできる限り通報された本人に対して、状況ですとか、ご本人が希望されていることですとか、その辺のところの事情を聴取いたしまして、事実確認のために企業のほうに出向きます。

　それで、虐待の事実があった場合、または疑いのある場合につきましては、都道府県に通知をいたしまして、都道府県でその内容を審査いたしまして、調査内容が不足とかそういった場合につきましては、さらに企業のほうに事実確認に行くというところを実施した上で、労働局の総務部企画室のほうに報告をあげるというところをしております。

　それで、総務部企画室で、必要に応じてその関係機関に虐待事案の振り分けをされた上で、関係法令に基づく指導等ということで、企業に指導に出向かれるというところのスキームになっております。

　それで、今申し上げました厚生労働省のスキームの中で一番大きな問題というところは、それぞれ市町村、都道府県、労働局ということで、事実確認または指導に入るということで、それぞれの調査時期にタイムラグが空くというところ。

　それと、いわゆる受ける企業側においては、何度も同じ事案で関係機関といいますか、行政機関のほうが来られるということで、非常に業務に支障を来す恐れがあるということ。

　それと、また一番大きいところですが、被虐待者、虐待を受けておられる方の権利擁護が、それだけ長引けば長引くほど、やはり不利益を被るといいますか、そういったデメリットがあるというところが課題となっておりました。

　そういったところを解消すべく大阪方式ということで、右側のスキームのところで、今、大阪府は実施しております。

　まず、発見した人・虐待を受けた人というところの通報のところは同じなのですが、それぞれ市町村、大阪府、労働局で相互に連携を取りながら、連絡を取り合いながら対応を検討した上で、企業に対しては連携した上で、調査と関係法令に基づく指導を一気に入るというところを実施しております。

　これによりまして、企業の指導につきましても、一元的に実施されるというところと、障がい者への虐待に対する権利擁護のところが保障されるというところ、それと、虐待に対する対応が一元的にすることによりまして、虐待の認識も企業に素早く持っていただけるのかなというところがメリットにあるのかなと思っております。

　で、こういったところの連携がスムーズにいくように、先ほど冒頭にお話させていただきました「定例的な実務者会議」というところで、市町村、大阪府と労働局のほうで、概ね月に１回程度の連絡会議を持たせていただいております。今年度は、今日までで８回実施しております。昨年度は７回だったのですが、今年度は８回実施してきておるところでございます。

　急な事案等も発生する場合もございますので、相互に各機関連携を取り合いながら、企業に対しての指導も素早くやっていくというところを実施してきております。私からは以上でございます。

○事務局　事務局の説明は以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、ただ今、詳細にわたりましていろいろご報告をいただきました。

　まず、平成25年度の全国と大阪府における障がい者虐待の状況についての説明、大阪府の取組み状況についての説明、大阪府の使用者虐待における取組みについての説明ということで、合計三つの点についてご説明をしていただきました。

　今のご説明につきまして、委員の皆さまからご質問等ございましたらお受けいたしますので、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか。

　特に関連するところを中心に見ていただいたらどうかと思いますので。いかがでしょうか。

○委員　よろしいですか。

○部会長　どうぞ。

○委員　先ほど課長さんからのごあいさつにもございましたが、相談通報件数、それで、虐待と判断した件数が大阪府に偏っているというのは、特に何か分析、今、何か詳しく統計をお聞きしたのですが、あまりにも割合が高いように感じるのですが、その辺はいかがなものでしょうか。

○事務局　逆に市町村に聞きたいと思っているのですけれども、基本的には、通報件数が多くて市町村がとても丁寧に対応いただいているからこそ、実際に事実確認も行っていただいて、多分本当にきっぱり黒か白かと言われたときに、まるっきり黒なんていう事例というのはなかなかそうそうなくて、どちらかというと、支援を入れないといけないという点で、それを丁寧に市町村が対応いただいているからこそ、虐待もしくは虐待の疑いありという件数が多くなっているのかなと思っています。

　それで、大阪府は、ワーキングも開かせていただいて、事例分析等も行っているのですが、白か黒かを付けるのを目的にしているのではなくて、支援が必要な人に、いかに早く支援に入れるかという方策が、しかも少ない人材の中で、どんな形ですれば、今あるツールをいかに使えば早めの支援が入れるかというのを考えていきたいという思いでもって、虐待の要因分析ワーキングを７市町村と一緒にやっているわけです。

　認定率で言えば、愛知県のほうが高くて、それは、愛知県のほうが、逆に通報件数が少ないというのもあるのかもしれないですけれども。警察のご協力もいただいて、通報件数が多くて、グレーであろうが少しでも疑いがあればそれを市町村につないでいただいている体制があるからこそ、というのもあるので、そこの部分については丁寧にご対応いただいている結果なのかなと思うのですけれども。

　それでも、できるだけ早めの支援を入れていくことで、重大な事案になるのを何とか食い止められないかということでやっているということです。なかなか、今出ているのは、氷山の上のほうに少し出てきている部分なので、虐待をゼロに、件数をゼロにするというのは、虐待があってはいけないのだけれども、なかなかそこは難しい。

　虐待するほうにだって、やはりしんどさとかもあるわけで、そちらのほうにも支援を入れないといけないというのがあるので、そこら辺をいかにしていくかというのを、今回関係機関の方も相寄っていただいているわけなので、情報共有して、何とか一歩でも前に、半歩でも前に進められないかという思いで、この会議も開催をさせていただいている状況です。

○事務局　この件数が、２位、３位、通報件数に至っては、神奈川県のダブルスコアーになってしまっているわけですよね。これは何か分析がされているかと言われますと、正直分からないです。

　今申し上げましたように、きちんと通報されているからだろうと。件数の多さや少なさではなくて、きちんと終結に向けて進めていくと、あるいは、防止をやっていくということが大事なのかなと思っています。

　この件数の多さにどうしても着目されてしまうのですが、われわれ的には、件数の多さを分析することに注力するのではなくて、いかに未然防止をする、いかに対応力を付けるかということに注力していきたいなと思っています。

○部会長　よろしいでしょうか。

○部会長　はい。
○委員　３ページのところで、障がい種別との関係で、養護者では精神障がいの割合が多いと出ていますね。これは、本当にこれで、底辺というのはどれだけ困っている状況かというので、これは一つの事例で出てきたと思うのです。なぜなら、家族に対する支援が、本当に目が向けられていない状況ですよね。そういうことから、家族は支援のない中で、苦悩している中の起こってきた一つのパーセントとして出てきているのではないかと思うのです。

　現在、精神障がい者の家族に対しては、最初に医療に結びつくときに病院に行きますね。その病院で、初診に対し対応する時間が非常に短くて、とにかく本人の症状に対してどうするか、介護者としての家族に対して説明が十分になされていないという中で、病気を理解しがたい家族がほとんどなのです。

　で、精神科病院で、家族向けに家族教室を開いている、病気理解のための家族教室を開いているというところは５分の１もあるかないかです。だから、病気理解のための家族に対するそういうのがないということです。

　それからもう一つは、保健所でこの病気理解のための家族教室が開かれたりしています。ところが、保健所の機能もかなり落ちていまして、病気理解のための家族教室を年間に４回ぐらいやっているところもあれば、１回しかやらないという。また、そこに出てくる家族自身への支援が薄い中で、抱え込んだ状況の中で、家族が出向いていけない家族も本当に多いと。

　で、私たち大阪府下の家族会連合会は、現在46家族会がありますが、その数すら患者数の１％ぐらいのものなのです。家族会で、そういう病気を理解してやっていくことの場はあるのです。それがごくわずかな１％程度しかいない。もう一つは、各専門機関での説明とか、そういうものもない。

今、市町村での支援の手は、保健所などは本人に対する支援を主にやっていますよね。それに付随して、介護者に対する家族の話も聞いたりはしていきますが、なかなか十分に行き届かないという現状です。

　で、市町村の各相談支援事業所というところがありますよね。それから、基幹相談支援センター、私が住んでいる堺市などでも、そういうのは十分に機能的には整えられているのですが、そこのところに出向いて出ていく家族、出て行ける状況にない方がかなり多い。だから、出向いていっての支援が本当にほしいのだということを言っています。それから、もう一つ根底には、家族が高齢者であるという方もあります。

　そういう中で、制度的にいろんな支援の手はあるのですが、本当に十分ではない。家族に対しての支援がいるというところには、やっと私たちも言い出して、ここ数年の間の傾向なわけです。だから、そういう中で家族自身は、情報のない中で、病気理解できない中での虐待ということも起こってくるだろうなというのは十分に考えられるわけです。

　もう一つは、いろんな方々の地域のネットワークの中で、何とかやっていこうということも言われていまして、民生委員さんたちは、精神疾患に対しての理解は、委員会の中でやったりしてくださっているので十分承知しています。あと、ＣＳＷという方々もいらっしゃるということは制度としてはあるわけですが、私たちが、家族の地域の交流会を開いて、このＣＳＷの人にも呼びかけて、巻き込んで、とにかくネットワークの中でやっていくことの大切さも感じています。
○部会長　今のこれ、何か事務局ございますか。家族支援ということが、大きな課題になっているということですけれども。

○事務局　そうですね。市町村に聞かせていただいたアンケートでも、連携の中でどうやっていくかという話は非常に大切だと思うので、先ほど施設ＣＳＷ、社会福祉協議会さんのほうがお詳しいかとは思いますが、施設ＣＳＷも、もともとは高齢施設にいらっしゃるほうが、多分数的には多いかとは思うのですけれども。とは言いつつも、限りある資源を、どう有機的に連携させていくかしかないので、そこはそれで、先駆的な取組みがあるのであれば、それを市町村に事例として返していくということかなと思っています。

○部会長　はい。そのほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。じゃ、はい。

○委員　今、精神のほうからも言われましたように、私たちは同じようなのですが、知的障がい者をメーンに活動をしております。知的障がいのほうも、やはり養護者が多いということで、去年の部会でショックを受けながら会のほうに戻っているのですけれども。やはり今言われたように、地域理解と家族支援が同じように弱いと思っております。

　しかしながら、障害者虐待防止法は、大阪府にたくさん通報があるという中で、やはりきちんと対応されているのではないかということは、地域の中で実感していて、虐待防止、見つけたところの対応に関しては、ずいぶん整ってきているのではないかと実感ができています。

　ただ、地域の連携というところあたりでは、まだまだ弱いというか、まだまだ実感できなくて、たまたま呼んでいただいて、関係機関会議に入らせていただいても、なかなか継続ができない。小学校校区で対応していただいた場合、その虐待に受けている方が、小学校を卒業されてしまうと、次につながっていないということがたびたび起こっています。

　で、そんな中では、やはり地域の中の地域力、市町村の力がもっと、もっと重要になっていくのかもしれないですが、市町村格差の問題がやはり大きいです。

　私の住んでいるところは、どちらかというと弱い市町村になるかと思うのですが、そんな中でも頑張ってくださっているのはよく分かるのですけれども。機関と連携することを、どんなふうに義務づけていただけるのか、虐待事案が出ても、継続して関係機関会議を持てていないというところが、私の身近に感じている不安なところです。

　やはり防止につなげていくというところでは、パンフレットは作ってくださって、どこかには置いてくださっているのですが、じゃあ、地域の方々がそのパンフレットを見て、虐待についてこんなふうに通報するのだなと理解をしてくださっているのかというと、知っている人だけが知っているという、その辺がもったいないなと思っているところです。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。啓発の部分ですか、まだ十分行き渡っていないのかなというようなご指摘だったと思います。何かございますか。

○事務局　啓発については、多分お金を掛けてできるところが数少ないから、あらゆる媒体で市町村と連携して、こまめにやっていくしかないとは思っているのですけれど。

　ただ、虐待防止センターを基幹に委託されているところも多いと思うのですが、先ほども終結に至る過程で振り返りをやって、終結に至ってから、普通の支援につなげていくというのを、今年ワーキングでやっているのですけれども。

　ずっと虐待防止センターで抱えてしまうと対応できなくなるから、虐待リスクがなくなった段階ではいったん終結はして、通常の支援に戻していくというようなことをして、虐待のハイリスク要因の分析と、虐待対応と通常の対応をいったん整理するという形にしていって、安全確保と通常の支援というのを、連携してやっていく。

　その中で、総合相談の窓口である基幹と連携するというのは、そこは非常に大切だと思うのですけれども。そこのところが、今ワーキングをやっている、非常に熱心な取組みをやっているところでも、件数が増えて増えて、このままではあふれかえっているんです、みたいな形になるので、そこの切り方がすごく難しいとおっしゃっているので、そこら辺をどういうふうな形でやればいいのかというのを、今年度の課題として、市町村とお話をさせていただいている状況です。年度末に向けてまとめないといけないのですが、まとめられれば、またホームページなどにアップさせていただこうとは思っているのですが、それを今年の課題にしています。

○部会長　はい。ありがとうございました。では、よろしいでしょうか。

　それでは続きまして、冒頭に申しましたように、本部会は関係機関の皆さまと情報共有する場でございますので、本日ご参加いただいておられます委員の皆さまから、それぞれの立場での障がい者虐待防止の取組み状況とか、課題とかを順番にご報告をいただきたいと思いますので、またそのときに、先ほどの事務局からの報告も兼ねて、何かございましたらよろしくお願いいたします。

　で、申し訳ないのですが、委員お一人ずつ３分ぐらいでご発言をいただければと思いますので、よろしくお願いをいたします。こちらのほうで順番にご指名させていただきますので、その順番でよろしくお願いをしたいと思います。では、お願いします。
○委員　事務局からも大阪府の取り扱いの中で、警察からの通報が45％あるというところです。これの要因といたしましてあるのは、配偶者暴力との関係の件数がかなり伸びておるというところです。障がい者虐待についてもそうなのですが、配偶者暴力の扱いについても、大阪府は全国１位の件数を持っておりまして、今年度につきましても、昨年に比べて30％ぐらい増加、いわゆる今年で見ますと、おそらく8000人近くいくのではないかというところ。だから、ここの辺が、いわゆる夫婦間の中での暴力、その中でその相手の方が精神障がいであったりとか、知的障がいがあったりとか、身体障がいがあったりという形でなってくると、やはり福祉関係へつなげるという意味で、障がい者虐待も必ず通報するという指導というのをやっております。こういうところで、大阪府の扱いがかなり伸びておるという要因は、ここにあるのではないかなというところなのです。

　そういうところを見ますと、今年の数字を見ますと、昨年の数字よりもかなりまた伸びてくるという状況があります。この件数につきましては、右肩上がりで、下がることはおそらくなくて、どんどん増えてくるだろうというところなのです。

　ですので、適切に取り扱っていただいているというお言葉をいただいているように、これが大阪府下65ある警察署の警察官が現場で対応したときに、福祉または通報することによって、障がい者の方の安全の確保と、また、養護者の方の支援という形で、両方つなげていくということが大切だということを常々教育しておりますので、それが浸透してきており、この形になっておるのかなというところなのです。

　ただ一つ残念なところは、通報に際して、要は警察からの通報というのはやはり重く受け止めていただいておるところがあるというところで、同じ方を何回も取り扱うと、その都度通報するようにと指導しております。同じ方が何回も、複数回あっても、前回通報したからということで、あらためて通報することはしないということではなくて、やはり何回も何回も、それだけ取り扱いがあるということは。その関係が改善されていないというふうにとらえておりますので、それについてはその都度通報して、きちんとした適正な対応がつくっていただけるようにもちろん指導しておりますので、「このケースの通報については以前通報を受理しているから、今回は結構です」ということをおっしゃる担当者もおられるようなのですが、それにつきましては、府警本部から署に対しては、必ずその都度通報するようにという指導はしております。

　また、各関係機関に対しては、警察への通報については使用者であろうが養護者であろうが、施設従事者の方であろうが、市町村の長宛てに通報するというようになっておりますので、庁内連携というところで諮ってほしいということで、各取り扱い警察署が、役所の担当の方にお願いしておるところであります。

　そういうことを踏まえますと、大阪府ではいろいろ年度初め等々で、役所の担当の方、市庁で職員向けの研修等々がやっていただいているのですが、そういう席にも私が出席させていただいて、警察の通報の在り方であるとか、警察の考え方、どういうふうに対応してほしいのだということをまたお話させていただければ、65ある警察署の担当者と、各役所の担当の方と同じような認識で対応していただけるのかなというところがありますので、それについては積極的に参加させていただきたい。

　また、そういうことで、人事異動等々があって担当者が代わるたびに認識が変わるということがなく、ここに携わる方が同じ認識を持って、要は、虐待を受けておられる方の安全の確保と、それの面倒を見ておられる養護者、またそれに関係される方の支援というか、この法律の趣旨ということをよく理解して、対応すべきであるということを共通認識を持っていただけたらいいのかなと考えております。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、続きまして、よろしくお願いいたします。

○委員　はい。先ほど大阪府の事務局からご説明がありましたように、厚生労働省でスキームということで対応があるわけですが、その中でも大阪府は、大阪府と労働局ということで連携を図りながら、使用者による障がい者虐待の防止というところで対応を行っております。

　で、大阪府または市町村の皆さんが、なかなか企業へ入っていくというところが難しいというところからスタートしまして、労働局から関係法令に基づいて企業に入っていくお手伝いができたら、というところからスタートしたという背景もございます。

　使用者による障がい者虐待というのは、職場における虐待ということになりますので、お給料の関係に係る虐待、いわゆる経済的な虐待ということで、最低賃金を下回るような給料を払っておるとかというところが、全体の７割を占めております。

　あとは、暴言等・いじめ・嫌がらせ、これは障がいのあるなしに関わらずそうなのですが、職場でのいじめ・嫌がらせというのは、最近ぐんぐん右肩上がりで増えておるという状況もございます。

　今後、大阪府の方々とも連携を図りながら、迅速に対応をして、虐待が認められれば適切な指導を行っていくというところを努めてまいりたいと思いますので、また皆さま方のご協力をお願いしたいと思います。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、少し時間の関係もありまして、何か今のご報告の中で質問とかがございましたら、あとでまとめてお受けしたいなと思いますので、少しメモとかに取っていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、続きまして、よろしくお願いいたします。

○委員　本市の虐待の状況なのですが、平成25年度は、養護者による虐待が８件、障がい者福祉施設従事者による虐待が１件、合計９件の虐待通報がございました。そのうち、養護者による虐待の８件で、身体的虐待が５件、心理的・経済的虐待が２件、身体的・心理的放棄・経済的虐待が１件の通報等々がありまして、そのうち虐待ではないと判断された事例が４件でした。また、障がい者福祉施設従事者による虐待が１件で、その内容は心理的虐待の通報でした。

　これらの虐待通報があったときには、先ほども出ておりましたが「コアメンバー会議」を開催しまして、今後の対応方針を組織的に決定して、警察署、こども家庭センター等も連携して、障がいのある方の擁護に努めておるところです。

　虐待対応におきましては、やはり主治医でありますとか、病院のケースワーカー、障がい福祉サービス事業所との関係機関との連携することが必要でして、そこで必要に応じまして、今日も大阪後見支援センターの所長さんもお見えですが、「あいあいねっと」の専門相談も利用して、弁護士の先生とか社会福祉士さんの専門職の助言も得て対応しておるところでございます。

　それで、虐待につきましては、未然防止でありますとか、早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援が重要であると考えておりますので、先ほどもネットワーク、連携というのが必要ということなのですが、本市の場合、障がい福祉サービスの事業所の連絡会等も開催してございまして、そのときに研修会を設けたり、いろいろご意見を聴いたりとか、先ほどの啓発の問題、少し不足しているのではないかということがあったのですが、そういった障がい福祉サービス事業所、居宅介護が中心なのですが、そういったところでの研修、あるいは、大阪府下でも、先ほどの統計の結果でも就労支援Ｂ型の事業所での福祉施設の虐待という報告もあったのですが、そういった作業所の連絡会も開催しておりますので、そういった場合に啓発なり、研修機会を設けて実施しておるところでございます。

　それと、先ほどの一時保護ですね。本市の場合、重大な生命に関わるような重篤な虐待事案というのは発生しておらないのですが、やはり分離が必要であるようなケースがあった場合は、施設で一時保護をしておる状況です。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、続きまして、よろしくお願いいたします。

○委員　はい。本町は、福祉課福祉係の中に、虐待防止センターを平成24年度以降設置しております。一応年中電話等で窓口を設けて行っておりますが、今現在の時点でも、通報等、相談等の実績というのは今のところはございません。

　ですが、今、町内でも約800人弱の障がいのある方がおられ、入所施設と通所施設を合わせまして10ほど事業所もございますので、今後何らかのことがないとは限らないと思っております。

　実際に福祉課の中で、高齢者虐待とか、児童虐待のほうも受け持っておりますが、今のところ、最近は高齢者虐待の事例で聞いているのは２件ほどあります。児童についても何件か受け持っているというのがありますので、いつ起きてもおかしくはないものと認識はしております。

　それで、うちの係の中で、虐待の対応については、ほかのことでも行っているので、何とかすぐに対応はできると思っております。
○部会長　はい。ありがとうございました。続きましてお願いします。

○委員　先ほども少し民生委員さんとか、コミュニティ・ソーシャルワーカーさんのお話をご質問いただいておりますので、その辺に絡めまして、やはり地域の中で、いろんな福祉に関連して生活のしづらさとか、そういうお困り事などのご相談を受ける機会が、民生委員さんでも地域のコミュニティ・ソーシャルワーカーとかということで、あまり高齢とか障がいとか縦割りではなく、何でも相談みたいな、先ほども事務局からご紹介がありましたが、小学校区などで、ちょっと何か相談できるような場をということを、今年々に大阪府内で、各市町村で取組みを進めていただいておるところです。

　ですので、やはり地域で、まずそもそも虐待というところの前に、先ほども少しご指摘もあって、データとしても若干出ましたが、障がい認定区分「区分なし」とか、あるいは、そもそも障がい福祉サービス等の「利用なし」とか、支援につながっていない地域で孤立した当事者の方、あるいは、ご家族の方が、なかなかどこにも相談できなかった、していてもなかなかそこがつながっていないという状況がまだたくさんあるだろうなということが、今回の中からも読み取れます。われわれとしては、先ほども点線の囲いのところでございましたが、民生委員さんやコミュニティ・ソーシャルワーカーさんと、そういった地域で相談を受ける、少し早期発見とか、そのあたりに近しいところのポジションにある方々に、周知とか理解を広げるような取組みを、われわれとしても進めていく必要があるなというところを再認識したところでございます。

　また、われわれは、もう一つ「生活困窮者レスキュー事業」ということで、総合相談とか、来年度以降などでありましたら、『生活困窮者自立支援法』とか、経済的な困窮とか、そのあたりに絡むような相談なども、これまでもしてきましたし、来年からは各市町村で取組みが進められるという状況でありまして、ここで経済的虐待のところ、なかなか家庭内のことですので、見えにくいということがありますが、少しアウトリーチとか、ご家庭に入ってご相談をする機会がこれからますます増えていくし、重要になってくると思いますので、そういう部分で、われわれの10年間相談してきた経験の中でも、やはり経済的な虐待の部分というのは、家庭に入って見えてくるというところが多いですので、そういう他機関との連携とかというのも、これからもう少し丁寧に視野に入れて取り組む必要があるのかなということ。

　あと、もう一点だけですが、それもこれまでの経験上の話ではありますが、今日は、障がい者の虐待のというところを焦点に当てていますが、年齢なども出ていますように、親御さんがとか、息子さんがとかというような場合で、もう少し丁寧にそれぞれの事例を見ていかないといけませんが、「障がい者虐待」という切り口だけではなくて、高齢者の虐待とか、結構現場で相談しておりましたら、多分かなり事例で出ていると思うのですが、重複しておるというか、家族とか、世帯で見たときに、高齢者虐待の案件でもあるし、障がい者虐待のケースでもある。こういうケースが、現場で苦慮しているところかなと言うのは、われわれは現場のほうからは聞いておりますので、やはりこのあたりで少し先ほどもありましたネットワークというか、事例検討等も、今後の展開としては、そういう高齢とか障がいという縦割りだけではない、地域での検討とか研究みたいなところ、解決方策とかというところが、少し開発が必要なのかなという印象を受けております。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。では、続きまして、よろしくお願いします。

○委員　大阪府の社会福祉協議会の一つの部門といたしまして大阪後見支援センターで事業をやっています。ここでの事業は、認知症、知的障がい、精神障がいのある方々にとって、生活を支援するための事業をいくつかやらせていただいているのですが、先ほど委員の方からもご紹介がございましたように、地域の関係機関を支援する電話相談と、専門相談という事業を行っております。その事業の中で見えてくる、障がい者の方々からお受けしている状況などを少し紹介したいと思います。

　大阪府の状況は、全国的に見て少し特徴があるということをお聞きしておりますので、私どもの事業でも、取り組んでいる事業の中で、全国に比べると、高齢者よりもやはり障がい者の方の利用とかが進んでいるというのは、これはやはり同じように見られるところだと思いますし、それに関しては、大阪府の取組みの方向性というのですか、そういったものの一つの現れなのかなと日ごろから思っております。

　で、地域支援相談事業は、平成25年度は、件数としてはそんなに多くあるわけではないのですが574件で、その４割ほどが知的障がい・精神障がいの方からのご相談です。これは電話相談の数です。

　で、今年度は、９月末までの状況としては325件に達しておりますので、昨年度に比べたら増えるような状況かなと思っております。

　その電話相談をお受けした中から必要な事案につきましては、専門相談につないでいくわけですが、そこでは、予約制なのですが、弁護士さんと社会福祉士さんのお二人ペアで相談できていただくような体制となっています。毎週木曜日の午後を、その相談日に当てておりまして、二コマぐらいしかお聞きはできないのですが、予約をずっと取っております。本年度に入ってから、結構の予約がつながっておりまして、少しお待ちいただいたりすることもございます。

　で、平成25年度の専門相談は全部で22件ございましたが、そのうちの半分の11件は、知的障がい・精神障がいの方々のご相談でした。

　内容的には、機関としては、権利擁護や権利侵害に対する相談をということではあるのですが、実際、権利侵害されたということに関する相談は、平成25年度は、ほとんど認知症の高齢者の方でして、障がい者の方の11件の相談というのは、主に今後の生活支援であったりとか、家族関係の相談とかということがあって、本当に先ほどおっしゃっておられたような家族の支援とか、今後どんなふうに支援していったらいいのかということが主にあがっている現状でございます。そういった機会をとおして、地域の関係機関との連携に、そういう専門的な助言もいただきながら、つなげていただけたらなと思っております。

　それともう一つすみません。「日常生活自立支援事業」と言って、福祉サービスを利用する援助事業と、主に日常生活の金銭管理などを行っている事業なのですが、これも年々増加傾向でございまして、昨年度は2,098件という、ついに2,000件を超えるような状況になっています。この利用者の割合も、全国に比べると、大阪府の場合は障がいの方の利用の割合が多いです。それと、昨年度に比べまして、全体の利用者数の増加が1.5倍ほどになっているのですが、精神障がいの方の利用の度合いがやはり多くて1.7倍を占めると、これも地域移行の取組みというのが、大阪府は全国的に見たらやはり進んでいるのではないかと思われるので、そういったところが出ているのではないかなということです。

　それと、この事業の利用を申し込みされるときに、申し込みした時の経緯というのをグラフであげさせていただいているのですが、その中で、明らかにやはり権利侵害がある。あと、経済的な虐待に近いような侵害のある事案が、大体全体の15％ぐらいです。平成25年度は15％ほどございました。新規の契約件数が453件で、権利侵害があったと思われるのが69件で、全体の15％というぐらいです。

　そういった中で、この日常生活自立支援事業の制度を利用していただいて、日常的な金銭管理とかを、お住まいの市町村社会福祉協議会で支援していただきながら、生活基盤の安定を持つことによって関係機関との連携をしながら、その方の地域生活を支援していけるような、そういう意味で、非常に有意義な事業ではないかと思いますので、また、それぞれのお住まいのところの関係機関の連携、市町村サイドも含めた推進というのが、虐待の事前防止であったり、または、解決の一つの事業として、ツールとしてもまた使えるのではないかと思っております。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。続いて、よろしくお願いします。

○委員　はい。私も、何回もここに来て皆さんの話を聞きながら、いろいろあるのだなということで、私の団体では虐待的な情報は持っておりませんが、先ほどもどなたかの発言でありましたが、障がい者がかなり高齢化してきておりますので、そのあたりでどうでしょう、虐待に近いようなことがあるのではないかと想像だけであって、これは相談されているのかどうかというのもよく分かりませんが、市町村の福祉関係では、多分つかんでいるだろうと思います。

　だから、そのあたりは、私は虐待ということが実際はどのようなのだろうと。見聞きするところによれば、施設で危険度をなくすために身体拘束をするのだという話もいろいろ伺っているのです。これはやむを得ないのだと、その判断が非常に難しいというようなことは聞いておりますけれども。今のところ、これが虐待ですということは、よく分からない状況でございます。

　とにかく皆さんに今の虐待の状況を聴きながら、今後またいろいろと皆さん方に教えていただかないといけないなと思っております。意見としてはございません。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。続きまして、お願いいたします。

○委員　はい。私たちは、今日、精神障がいの養護者が、虐待件数が多いというのを見て、大変びっくりしたのですが、この面と、もう一つ、病気な症状が出たときは、親自身も本人からはすごい暴力を受けて、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障がい）になっているということも非常に多いわけです。

　私たちは本人との同居生活が長いですから、とにかく家族自身が抱え込まざるを得ない状況で本人と一緒に病気に対して向き合って、どうしていくかというところで、支援の手を十分に知らない状況があるのです。

　そういう中で、一つは、市町村の虐待防止の窓口を知りましょうということもやっています。それと、市町村で、虐待防止キャンペーン・啓発キャンペーンも毎年されていますので、そういったところにも参加したりして、そういう窓口を知ること。

　それで、家族自身は我慢しないで、抱え込まないで、ＳＯＳを発信しようということで、ブロックごとに交流会の中で、病院とか、保健所、地域、市町村の相談支援事業とか、そういうところも連携して、こんなふうに具体的に支援している場があるのだよということを家族自身がまず知ることが大事なので、そういうところをやりながら抱え込まないということで、私たちの中の取組みはそんなふうにやっております。

　で、いろんな各関係機関で一生懸命取り組んでくださっている中で、一つは、虐待になっていくのは、ここでも出ていましたが、行動障がいであったりとか、精神疾患にしても見えづらいものがあって、そこが、ここの大阪府のいい取組み、対話の中でつながりながら、何とかやっていきましょうという、そういうことをとてもよかったと思うのですが、そういう取組みを大事にしながら、今後もやはりいろんなところでやっていかないと、見えない疾患の場合は、特に虐待の対象になりやすいということで思っております。

　一つは、いろんな関係機関のところでも、精神疾患に関することでは研修の場、家族は、どんなふうな状況で、病院に行くまでが大変なのです。そういう中ではどんな状況にあるのか、病気理解もない中で、どういう状況にあるのかということも知っていただく中で、何とか連携の中でやっていかないといけないことだなと思っております。家族支援に目を向けていただいたらありがたいということです。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、続いてよろしくお願いいたします。

○委員　皆さんにはいろいろお世話になりまして、本当にありがとうございます。実は、社会福祉士個人というよりも、会全体として取組むと言うことを、今日は報告をさせていただきたいと思います。

　特に私は、今年（平成26年）の３月まで、障がい児者の施設サービス改善支援員派遣事業ということに関わらせていただきましたので、特にこの３年間事業を終わるにあたりまして、まとめも大阪府さんと一緒にさせていただいて、その中で障がい者の虐待ということについて深く考えることができました。

　今回、報告の中にもありました大阪府は非常に件数が多いということ、これは、ある意味では、いいことという表現はおかしいですが、よくやっておられるからこそ、現場の方が声を出して、「虐待がある」ということ、声を出されていると思うのです。本当に氷山の一角だと思いますので、そういう意味では、大阪府というのは先駆的な取組みをされていますので、これは評価に値するのではないかと思っています。

　その中で、私たちも相談者として関わらせていただいているのですが、いろんなところからお声を掛けていただきながら、専門相談とかに関わらせていただいています。特に障がい者の虐待防止のことに関しましては、社会福祉士を派遣させていただいたり、情報提供させていただいたり、訪問させていただいたりということで、今のところ大阪府をはじめ、８自治体からも契約をいただいています。

　あとは、総合相談としての委託を受けたりとか、それから、先ほど少しおっしゃっていただきました成年後見支援センターさんのほうにも、権利擁護の相談という形でもお世話になっております。
障がい者だけという限定では、少し縛りになってしまいますが、先ほどもおっしゃっていただきましたように、高齢者も含めて虐待というのは、本当にすごい数がありますので、その中で、私たち社会福祉士が専門職としてどう働けるかということなのです。

　今、大阪府では、約2,000名強の社会福祉士が登録されておるのですが、まだまだ数が少ないこと。やはり研修を兼ねて、相談業務によりできるという質の向上をいろいろ目指してはおるのですが、なかなかしんどい状況ではあるかと思っています。

　全体としては数の問題、あがってくる件数になかなか対応し切れていないというのが現実かなと思っておるのですが、私たちとしては、やはりきめ細かくきちんとした対応をしていきたいなということで、皆さんとご協力させていただきたいと思っていますので、ぜひともよくご指導いただきますようにということでお願いしたいと思います。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。それでは、全ての委員の皆さんにご発言をいただけたかと思います。ありがとうございました。

　では、ざっと報告いただいたのですが、何かご報告の中で質問等ございましたら、よろしくお願いしたいと思います。また、委員の皆さん、もし何か先ほど言い漏らしたことがあれば補足でも結構だと思いますので、何かございましたら、ご質問を受けたいと思いますので、いかがでしょうか。

○委員　すみません。資料１の１ページの722件で、大阪府が全国最多と載っているのですが、これは逆に先ほど社会福祉士会のほうから言われたように、みんながそういう認識を持ったのではないかなと思います、だから、ないところのほうが、本当はないほうがいいのだけれども、これは、やはり皆それぞれに認識があったら、虐待ということで目を向けて通報するなり、それなりの対応が皆できているのではないかなと思います。

　で、一点少し引っかかったのは、「程度区分」ではなく、今度は「支援区分」ではないかと思うのですが、６ページのところの。

○事務局　平成25年度なので。

○委員　平成25年度の、ああそうか。それでは、今度からか。

○事務局　はい。

○委員　すみません。以上です。

○部会長　はい。ありがとうございました。そのほかどのようなことでも、いかがでしょうか。

　はい。いろいろご報告もいただきながら、相談件数、届出の件数が多いというのは、それだけ取り組んでいる証しではないかということが出てきております。それだけいろいろ周知もされてきているのだろうなということも、一方で伺えるかと思います。

　で、大阪府の取組みにつきましても、いろんな関係機関との連携というのも、かなり精力的にやられておられるということは、先ほど事務局からの報告でもよくご理解をいただけたところだと思います。

　また一方で、なかなか養護者からの虐待というところで、この法律は、単に虐待防止だけではなくて、養護者の支援というところも含めての法律でございますので、特に精神障がいのご家族の方が抱え込んでいるだとか、なかなか支援につながらないというところでのご発言もありましたので、関係機関との連携ということに加えて、さらにご家族の方の支援、養護者の支援というところが今後の課題として見えてきたのかということを感じております。

　そんな中で啓発の話ですとか、あるいは、ＣＳＷや民生委員の働きというのが、今後ますます重要視されるというところも、お話として出てきたのかなということを思っております。

　それから、３年間かけてサービス改善支援員派遣事業を終えて、引き続きまた社会福祉士会のほうでもされるということで、これは大阪社会福祉士会として独自にコンフィグ（config：設定、構成）されるということかと思いますので、そういったところでの取組みにも今後期待されるかと思います。

　で、これはきわめて個人的な見解になるのですが、施設従事者による障がい者虐待ということで、障がい者支援施設の虐待が10ページですか、これは全国で昨年度は71件あったというところで、それに対して大阪府は、昨年度は１件ということです。これは、ほかの事業種別の割合から見ると、かなり少ないということ。これは、この３年間取り組んできた、いわゆる障がい児者の入所の施設に社会福祉士会のほうが行かれて、いろいろ取組みをされた一つの成果として、これは出ているのかなと。おそらくこれは単純で見たときに、全国で71件ですから、20件ぐらいあってもおかしくない話かなと、割合的にいけばですよ。それが１件というのは、それだけ取組みとして浸透してきている成果なのかなと、ちょっと個人的には思ったりもしますので、やはりこういった地道な取組みというのは非常に大事なものですから、今、委員の皆さんから出された意見も踏まえて、また今後も取組みを続けていくということが、非常に大事なのかなということを思いました。

　はい。ということで、いろいろ貴重なご意見をいただき、ご助言をいただきありがとうございました。また、今回いただいた意見等につきまして、それぞれの関係機関でご検討いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、一応これで本日の議題が全て終了いたしましたので、事務局のほうにお返ししたいと思います。

○事務局　どうもありがとうございました。委員の皆さま方には、熱心なご議論、寒い部屋でしたけれど、すみませんでした。熱心な議論と、貴重なご意見を賜りましてありがとうございました。

　それでは、これをもちまして「平成26年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会 障がい者虐待防止推進部会」を閉会させていただきます。どうもありがとうございました。

（終了）
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